
平成30年度上半期の活動報告 

（１） 広報活動 
 
（２） 公共事業違反ゼロPTの取組 
 
（３） 取締り活動 
 
（４） 活動の効果測定 
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資料１ 
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（１） 広報活動 

取組み状況（平成３０年度上半期） 
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  広報活動（街頭PR・講習会の継続） 

～ 

○ 講習会の実施 

H30.9.6 愛知県トラック協会 

H30.9.25 道の駅「いが」 

○ 道の駅における広報 

～ 平成30年度の取り組み事例 ～ 

○ 施策の浸透率の向上・特車の違反率減少等、これまでの地味な取り組みに一定の成果が 
 認められている。 
○ 既存の取り組みも継続して推進する 
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 広報活動（街頭PRのチラシ） 

ネクスコ中日本 
静岡県トラック協会 

ドライバー向け 荷主向け 
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広報活動（トラックと交通安全・環境フェア）（悪天候中止） 

橋梁の老朽化 

参加体験による、交通安全や安全行動を将来のドライバーに遊び感覚で学ぶ 

荷主への対応 

２０１７年の展示車両 

２０１７年のブース 

平成30年９月30日（日） 
豊田スタジアム 
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広報活動 （ツイッター・バナー表示の活用について） 

ツイート[例] 
ホームページへのバナー表示 

さらなる広報活動の拡大化のため以下２つの取組みを行った。 
 
①各事務所のホームページから協議会のホームページへ簡単にアクセスできるよう‘バナー’を表示 
②現地取締り後などに‘＃大型車通行適正化’を付け、各事務所のアカウントからツイートの実施 
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中部地方整備局 土木工事特記仕様書（抜粋） 

国土交通省 土木工事共通仕様書（抜粋） 

～ 公共事業での違反をなくす取り組みの実施 ～ 
・違反車両は建設業関係の大型車に多い現状 
・建設機械類は大幅な重量超過につながる 
・建設機械等を利用する公共工事は発注者が荷主 

○ 許可取得義務 ○ 走行状況確認 

公共工事における仕様書等の記載を統一 

（２） 公共事業違反ゼロＰＴの取り組み 
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 公共事業違反ゼロＰＴの取り組み 

契約書面等への特車の走行状況確認義務記載状況  H30.10.現在のもの 



 （３） 取締り活動 （中部地域特殊車両一斉取締り） 
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・ 無許可や条件違反、積載超過車両を一掃 
・ 国土交通省・警察・高速道路管理者の連携 
※ 道路法、道路交通法、道路運送車両法による多角的検問を実施 

 

中部地方整備局管内で可能な最大限の合同取締りを計画 

 

・今後も合同取締りを計画して継続 
・連携した並行路線での取締りの実施 

 

威力と効果を最大限に発揮する取締り 

取
締 

取
締 直轄国道 

高速道路 

ETC 

※ 取締りを回避させない 
今後の方針 

実施日時 
  平成30年８月３日 （金） 13：30  ～ 16:00 
公開（多治見・弥富・みえ川越IC・焼津IC・飯田） 
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  取締り活動 （中部地域特殊車両一斉取締りの状況） 

 

・ 計測した車両の５割が違法に通行しており、その場で積荷を減らすなどの改善措置を指導。 
※ 計測台数２６台 違反車両１３台  ・  警告９台 措置命令４台 （軽減措置２件、夜間通行１件、強制退出１件） 

 
 ～ ８月 ～ 道路を守る月間 

・ 天候 晴天・ 気温 40.0℃ 
・ 曜日 金曜日 
・ 実施時間 午後  

引き込みの状況 

計測・採寸の状況 

軽減措置の状況 

許可証の確認状況 

平成30年８月４日 静岡新聞朝刊  

平
成
30
年
８
月
23
日 

中
日
新
聞
朝
刊 
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  取締り活動 （自治体における活動） 

計測・採寸の状況 許可証の確認状況 

平成30年８月１日（水） 
   14:00～15:30 
名古屋市内 

過積載車両に対する計測の状況 合同での取組状況 

平成30年７月26日（木） 
   10:00～11:30 
 愛西市内 

○ 計測車両 ２台 
 
○ 違反台数 ２台 
 
  （条件違反 ２台） 
 
○ 措置結果 
 
    警告 ２件 

○ 計測車両 ４台 
 
○ 車両法違反 なし 
 
   道交法違反 ３台 
 
○ 措置結果 
 
   過積載違反 １件 
   警告      ２件 
   

名古屋市・愛知県警察 

愛知県警察・愛知県 
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建設関連 
生産関連 
消費関連 

建設関連 
生産関連 
消費関連 

47% 
30% 

23% 35% 

22% 

43% 

7% 

中部地域における現地取締り情勢 

平成２９年度 平成３０年度 
（12月～３月） （４月～９月） 

営業用 
自家用 

7% 

営業用 
自家用 93% 

7% 

93% 

○積荷別 

○業種別 

営業ナンバーの内 営業ナンバーの内 

  建設関連貨物が３割を超える 
  車両の業種別では、業務用・自家用の割合に変動なし 

○地域別 

（４） 活動の効果測定 （現地取締りの分析・違反構成） 

 ※ 被けん引車の保有登録割合 
   営業用 ： ９２．４％ 
   自家用 ：  ７．６％ 
          （H30.7末データ） 
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  活動の効果測定 （現地取締りの分析・違反構成率） 

連 絡 協 議 会 発 足 
平 成 2 7 年 １ 月 2 7 日 

※ 違反構成率＝計測台数に対する違反台数の割合 

減
少 

 

発足後 

指数による比較 

平成27年度 100 

平成28年度 96 

平成29年度 93 

平成30年度 84 

H30は4月～9月末データ 

  ○ 違反構成率は着実に減少 
  ○ 平成27年から減少率が顕著 
  ○ 取締りや各種広報活動等の効果が認められる 

大
型
車
両 
適
正
化
協
議
会
発
足 
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 活動の効果測定 （特殊車両許可件数の推移） 

  特殊車両通行許可件数の推移 

22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 合計 

許可件数 42,581 50,205 48,229 54,982 58,621 67,190 73,509 85,681 480,998 

    
 

 

 

 

 

  

 

 

[発足前] 

[発足後] 

発足前 発足後 

大
型
車
両 
適
正
化
協
議
会
発
足 

H22   H23   H24    H25    H26   H27    H28   H29  

 
・許可件数伸び率 
 協議会発足前 
  ５年間 約4,010件/年 
 協議会発足後 
  ２年間 約9,000件/年 
    ２．２４倍 
 許可件数が増加 
 
・ 今後も許可件数の 
 増加が見込まれる  
 

 協議会発足前（５年間）より協議会発足後（２年間）では許可件数の、伸び率が約２倍 
 協議会における街頭PR活動、講習会等の広報活動や現地取締り活動の効果 

特殊車両通行許可件数 



平成30年度下半期活動方針（案） 

（１） 広報活動 
 
（２） 公共事業違反ゼロPTにおける取り組み 
 
（３） 現地取締りの推進 
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資料２ 
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（１） 広報活動（広報実施計画） 

  取り組み計画（平成３０年度下半期） 



 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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大型車の通行適正化 
に向けた中部地域 

連絡協議会 

好事例の審査結果 

関係機関・団体へ周知 

協議会HPに掲載 

公募事例の審査 

各県トラック協会 

会員事業者 

 
公
募 
 

応
募
  

承認 

報告 

好事例選定委員会 第11回連絡協議会 好事例公募 

○ 目的 
   運送事業者による大型車の適正化に向けた取組の好事例を収集し、関係者間で共有する 
  ことにより、当該企業価値の向上と、業界全体における大型車適正通行の促進を図る。 
○ 実施スキーム 

※ 平成30年10月３日に実施 平成30年10月29日 ※ 平成30年６月～７月に実施 

メンバー 
 トラック協会 
  （愛知、岐阜、三重、静岡） 
 中部地方整備局 
   交通対策課長 

内容審査 
 ○ 過去１年以内無事故無違反 
 ○ 創意工夫 
   ・ 確認の徹底 
   ・ 教養の実施 
   ・ 情報共有 
   ・ 荷主に対する対策・・等   

中部地方整備局（事務局） 

  依頼 
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■ 

中部地方整備局 

道 

大型車通行適正化 

特車宇車両に対する企業の項事例集 

○○○○ 

 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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登録企業が増えた場合 

登録企業がまだ少数の場合 

企業のイメージアップ  ・  優良な人材確保  ・  業績の向上 

企業のHPへリンク 

デ
ー
タ
ー
ベ
ー
ス
化 

写
真
の
イ
メ
ー
ジ 

◇ 選定委員会は年２回 
  半期で公募・選定 
  協議会にかけて掲載する 

 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 

HP掲載までのスケジュール 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 



13 

 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 好取組の共有による大型車両適正通行の促進 
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 広報活動 （名古屋商工会議所 会報に掲載） 

掲載物：名古屋商工会議所 会員向け会報紙 那古野 BUSINESS HOT PRESS 
   発行部数：１８，０００部 隔月発行 

追加記載 
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 広報活動 （中部経済連合会 ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝに掲載） 

１ページ ２ページ 

・ 「大型車通行適正化に向けたお願い」 ＜国土交通省中部地方整備局＞ 
・ 業界の荷主向けに、協議会の取組みを周知 
  □ 「積める重さ」と「積んで通行できる重さ」は違います！ 
   □ 荷主のみなさん！無理なお願いしていませんか？  

詳細（RDF） 
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【新聞広告等への掲載内容イメージ（継続）】 

• 一般の方向けに協議会の取り組みを周知するため新聞広告を実施 
     

• 自治体広報誌の誌面を借りて協議会の取り組みを周知 
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を依頼 
 新聞広告（下記）をもとにスペースに合わせて事務局から素材を提供可能 

 広報活動 （新聞広告、自治体広報誌掲載の推進） 



18 

（２）公共事業違反ゼロPTにおける取り組み（審査の迅速化） 

審査の迅速化PTの発足への必要性について 

審査の実態 

ドライバー不足等による車両の大型化の進展により、特車通行許可件数は５年で約１，４倍に増加した。 
増加する件数に審査が追いつかず、平均審査日数が約２倍に増加、１ヶ月以上を要しており、急な輸送需要に対応できない。 

未収録道路の割合が高い 
道路管理者への協議が必要 

違反車両 ： 許可に時間がかかるため、許可を待てずに無許可で走行にいたる要因にもなっているとの声もある 
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 大型車の通行適正化を図る上で、審査の迅速化が重要な課題 
 協議会の取組みの一環として公共事業ゼロＰＴのメンバーで課題解決に向けて 
 「審査の迅速化PT」を発足 
 ○ メンバー 
    愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、名古屋市、静岡市、浜松市 
    中日本高速道路株式会社（名古屋支社・東京支社）、名古屋高速道路公社 
    中部地方整備局 
 ○ 発足時期 ： 平成30年11月ころ 

公共事業違反ゼロPTにおける取り組み（審査の迅速化） 

道路情報便覧の収録状況 「自治体審査あり」の場合 

収録率アップを図る 
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 公共事業違反ゼロPTにおける取り組み 

公共工事の現場における抜き打ち点検の今年度方針について 

  昨年度、中部地方整備局管内道路関係１３事務所に対し、特殊車両を使用している工事 
（８２件）を対象に書面又は現場確認により、特殊車両通行許可書及び施工計画と実際の 
通行状況が適正か抜き打ち点検実施 
  今年度はPTメンバーの皆様においても検討 

○ 工事における特殊車両通行許可の確認 

○ 特記仕様書 第1-1-1-32条 ６項に基づき 
  受注者が通行許可証等を確認 

○ 特殊車両入退場確認表の作成 



 （３） 現地取締りの推進 

  より効果的な取締り活動の推進 

◇ 取締における違反率の低下等により、これまでの取り組みに一定の成果が認められている一 
 方、未だ違反通行車両は存在している。 
◇ 一斉・合同取締りと個別取締りの特性を生かした取締りを推進  

 平成30年下半期の方針 
  各道路管理者が関係機関と連携・調整を図りながら、より効果の高い取締り   
 を推進する。 
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一斉・合同取締りと個別取締りの長所・短所 



その他 

（１） 話題提供

（２） 今後の予定

1 

資料３



●道路法等の一部を改正する法律

法案の概要

○ 国際海上コンテナ車等が増加する中、道路構造上の制約による通行の支障が物流生産性の向上を阻害

② 道路利用の安全性の更なる向上

○ 道路の改築に対する国費率のかさ上げ措置を平成39年度末まで延長＊ 【道路財特法】

１．道路整備に関する財政上の特別措置の継続

○ 今年度末に期限が切れる国費率のかさ上げ措置が延長されない場合、自治体の負担が増大

① 道路財特法※に基づく財政上の特別措置の期限切れへの対応

③ 物流生産性の向上
下水道の老朽化に
よる道路陥没

災害により通行
できなくなった道路

○占用物件の損壊による道路構造や交通への支障を防ぐため、
占用者による物件の維持管理義務、当該義務違反者への措置命令権限を規定 【道路法】

２．道路利用の安全性の更なる向上

※道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

落石による死傷事故

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」※

として指定し、機能強化、重点支援を実施

○高速道路から物流施設等に直結する道路の整備に係る無利子貸付制度を新設 【道路財特法】

※高規格幹線道路、地域高規格道路、直轄国道、空港港湾アクセス道等から指定

○国際海上コンテナ車等の円滑な通行を図るため、通常の道路より水準が高い特別の構造基準を設定 【道路法】

※当該基準を満たした道路については国際海上コンテナ車等の通行に係る許可を不要とする【車両制限令】

３．「重要物流道路制度」（新設）による物流生産性の向上

災害時の道路啓開

○道路の老朽化に対応し修繕を重点的に支援するため、
補助国道の修繕に係る国費率のかさ上げ措置を新設＊ 【道路財特法】 ※補助国道の修繕に係る現行の国費率 5/10

○重要物流道路（後掲）及びその代替・補完路について、災害時の道路啓開・災害復旧を国が代行 【道路法】

高さ 4.1ｍ

長さ16.5ｍ

車両
総重量
40ｔ程度

国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）

○ 老朽化が進む道路の修繕が急務

○道路区域外からの落石等を防ぐため、現行制度を拡充し、沿道区域内の土地管理者への損失補償を前提とした
措置命令権限を規定 【道路法】

○歩行者や車いすの安全・円滑な通行を確保するため、占用制限の対象に 「幅員が著しく狭い歩道で特に必要な場合」
を追加 【道路法】 ※現行では「災害時の被害拡大防止」「車両の能率的な運行確保」のため特に必要な場合に占用制限が可能

【目標・効果】 平常時・災害時を問わず、安定的かつ安全・円滑に利用可能な道路網を確保
（KPI）①：豪雨による被災通行規制回数・時間の削減 143件/年・2,823時間/年（過去5年間平均） → 10年後には概ね半減

②：国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）の特車通行許可必要台数の削減 約30万台（H28年度） → 10年後には概ね半減

電柱により通学児童
が車道にはみ出す

背景・必要性

○重要物流道路及びその代替・補完路について、災害時の道路啓開・災害復旧を国が代行 【道路法】 （再掲）

※市町村管理を含む全橋梁73万橋の54％で点検が完了、うち61％で措置が必要(H28年度末時点)

○ 道路区域外からの落石や土砂崩れ等により、交通事故等が発生

○ 災害時に重要な輸送路の啓開・復旧を被災自治体が迅速に行う
のは困難

○ 下水道の管路等の占用物件の損壊により、道路陥没等が発生

○ 幅員が狭い歩道の電柱等が、歩行者や車いすの安全・円滑
な通行を阻害

公 布 日：平成３０年３月３１日
施 行 日：公布後６ヶ月以内（＊は平成３０年４月１日）
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熊本地震では、熊本県内の緊急輸送道路

約２千kmのうち５０箇所で通行止めが発生

災害時に道路について不安がある・やや

不安があると回答した方は５割以上で前回

より増加（Ｈ２４：５０．６％→Ｈ２８：５３．８％、内閣府） 等

主な課題

災害時のネットワーク平常時のネットワーク

重要物流道路制度の概要

<<平常時、災害時を問わない安全かつ円滑な物流の確保>>

広範で複雑な現在のネットワークや拠点の絞り込みを行い、基幹となるネットワークを計画路線も含め構築

重要物流道路

3

機能強化・重点支援

・トラックの大型化に対応した道路構造の強化

・災害時の道路の啓開・復旧の迅速化 （地方管理道路の災害復旧等代行制度の創設）

・民間直結スマートＩＣに係る無利子貸付制度の創設 等

トラックドライバーの高齢化が進行し、人口
減少・少子高齢化に伴い深刻なドライバー
不足が顕在化

国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）※の台数が
５年間で約１．５倍に増加
（Ｈ２４：約２０万台→Ｈ２８：約３０万台） 等

主な課題

※ 道路の通行には特車通行許可が必要



その他道路

重要物流道路

一部

道
路
の
構
造
基
準
の
引
上
げ

特
車
許
可
が
不
要
な

車
両
の
基
準
の
引
上
げ

国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）
に対応する水準まで引上げ

拡充
（新設・改良した道路）

① 国際海上コンテナ車（40ft背高）の走

行が多く、構造的に支障のない区間を

指定。

② 国際海上コンテナ車（40ft背高）の区

間内の走行は特車許可手続きは不要。

国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）

トラックの大型化に対応した道路構造の強化
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災害時の道路の啓開・復旧の迅速化

【 国土交通大臣による地方管理道路の災害復旧等代行制度 】
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行政機能が壊滅的に失われた災害に限定

発生直後（道路啓開）

重要物流道路（代替・補完路含む）
における道路啓開

重要物流道路（代替・補完路含む）
における道路啓開

重要物流道路（代替・補完路含む）
における災害復旧

大

（被
災
規
模)

小

大

（被
災
規
模)

小

行政機能が壊滅的に失われた災害に限定

災害復旧

著しく異常かつ激甚な非常災害に限定
（例：熊本地震）

対象範囲の拡大

対象範囲の拡大 対象範囲の拡大

補助国道における
災害復旧
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